
 1

平成平成平成平成２２２２９９９９年年年年１２１２１２１２月月月月定例市議会提出議案定例市議会提出議案定例市議会提出議案定例市議会提出議案    

    

平成29年11月28日 市長提案 

報 告 第報 告 第報 告 第報 告 第 ４４４４ 号号号号    専決処分専決処分専決処分専決処分についてについてについてについて（（（（平成平成平成平成２９２９２９２９年度三木市一般会計補正予算年度三木市一般会計補正予算年度三木市一般会計補正予算年度三木市一般会計補正予算（（（（第第第第４４４４号号号号））））））））    

予算の総額に歳入歳出それぞれ４，０５６万７千円を追加し、３１２億４，０９７万円

とする。緊急を要したため、専決処分を行った。 

【【【【歳出歳出歳出歳出】】】】    

・１０月２２日執行の衆議院議員総選挙に要する経費を増額。 

【【【【歳入歳入歳入歳入】】】】    

・県支出金の増額をもって収支の均衡を図る。 

第第第第 ５ ５５ ５５ ５５ ５ 号 議号 議号 議号 議 案案案案    職員職員職員職員のののの育児休業等育児休業等育児休業等育児休業等にににに関関関関するするするする条例条例条例条例のののの一部一部一部一部をををを改正改正改正改正するするするする条例条例条例条例のののの制定制定制定制定についてについてについてについて    

・地方公務員の育児休業等に関する法律の改正に伴い、非常勤職員の育児休業について、

特別の事情がある場合、子どもが１歳６か月に達した時点で再度申請することにより、

最長２歳に達するまでの期間認められることとなったため、所要の改正を行う。 

第第第第 ５ ６５ ６５ ６５ ６ 号 議号 議号 議号 議 案案案案    
議会議会議会議会のののの議員議員議員議員のののの議員報酬及議員報酬及議員報酬及議員報酬及びびびび費用弁償等費用弁償等費用弁償等費用弁償等にににに関関関関するするするする条例条例条例条例のののの一部一部一部一部をををを改正改正改正改正するするするする

条例条例条例条例のののの制定制定制定制定についてについてについてについて    

第第第第 ５ ７５ ７５ ７５ ７ 号 議号 議号 議号 議 案案案案    三木市長等三木市長等三木市長等三木市長等のののの給与給与給与給与にににに関関関関するするするする条例条例条例条例のののの一部一部一部一部をををを改正改正改正改正するするするする条例条例条例条例のののの制定制定制定制定についてについてについてについて    

第第第第 ５ ８５ ８５ ８５ ８ 号 議号 議号 議号 議 案案案案    
一般職一般職一般職一般職のののの職員職員職員職員のののの給与給与給与給与にににに関関関関するするするする条例条例条例条例等等等等のののの一部一部一部一部をををを改正改正改正改正するするするする条例条例条例条例のののの制定制定制定制定につにつにつにつ

いていていていて    

・人事院勧告に基づく国家公務員の給与改定に準拠し、議員、市長及び副市長の期末手

当の支給率並びに一般職員の勤勉手当の支給率、給料月額等を改正する。また、一般

職員の昇格や降格時の号給対応表などの規定について、国の制度改正に柔軟に対応で

きるよう、当該規定を規則に移すため、所要の改正を行う。 

第第第第 ５ ９５ ９５ ９５ ９ 号 議号 議号 議号 議 案案案案    三木市公契約条例三木市公契約条例三木市公契約条例三木市公契約条例のののの一部一部一部一部をををを改正改正改正改正するするするする条例条例条例条例のののの制定制定制定制定についてについてについてについて    

・現在条例で定めている公契約に係る業務の労働報酬下限額を、国土交通省が定める最

新の労務単価等を反映した額にするため、市長の告示により改定を行えるよう改正を

行う。 

第第第第 ６ ０６ ０６ ０６ ０ 号 議号 議号 議号 議 案案案案    三木市税条例三木市税条例三木市税条例三木市税条例のののの一部一部一部一部をををを改正改正改正改正すすすするるるる条例条例条例条例のののの制定制定制定制定についてについてについてについて    

・地方税法の改正に伴い、平成３０年度から平成３４年度までの個人市民税に限り、健

康の維持増進や疾病の予防への取組を行っている場合、一定条件のもと総所得金額か

ら控除される医療費控除の特例（セルフメディケーション税制）が創設されるため、

所要の改正を行う。 

第第第第 ６ １６ １６ １６ １ 号 議号 議号 議号 議 案案案案    三木市企業立地促進条例三木市企業立地促進条例三木市企業立地促進条例三木市企業立地促進条例のののの一部一部一部一部をををを改正改正改正改正するするするする条例条例条例条例のののの制定制定制定制定についてについてについてについて    

・条例の有効期限を、平成２０年４月１日から１０年間としていたものを、平成３５年

３月３１日までの５年間延長し、引き続き企業立地の促進、既存企業の定着及び雇用

の促進を図るため、所要の改正を行う。 
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第第第第 ６ ２６ ２６ ２６ ２ 号 議号 議号 議号 議 案案案案    
別所別所別所別所ゆめゆめゆめゆめ街道街道街道街道カフェテラスカフェテラスカフェテラスカフェテラス等条例等条例等条例等条例のののの一部一部一部一部をををを改正改正改正改正するするするする条例条例条例条例のののの制定制定制定制定についについについについ

てててて    

・現在整備中の施設を核とした交流と豊かなまちづくり事業を平成３０年度から展開し

ていくに当たり、施設の名称を「カフェテラス」から「飲食物産館」に改めるととも

に、施設の使用等に係る規定を整備するため、所要の改正を行う。 

第第第第 ６ ３６ ３６ ３６ ３ 号 議号 議号 議号 議 案案案案    指定管理者指定管理者指定管理者指定管理者のののの指定指定指定指定についてについてについてについて（（（（三木市立三木市立三木市立三木市立かじやのかじやのかじやのかじやの里里里里メッセみきメッセみきメッセみきメッセみき））））    

第第第第 ６ ４６ ４６ ４６ ４ 号 議号 議号 議号 議 案案案案    指定管理者指定管理者指定管理者指定管理者のののの指定指定指定指定についてについてについてについて（（（（道道道道のののの駅駅駅駅みきみきみきみき））））    

第第第第 ６ ５６ ５６ ５６ ５ 号 議号 議号 議号 議 案案案案    
指定管理者指定管理者指定管理者指定管理者のののの指定指定指定指定についてについてについてについて（（（（三木市民体三木市民体三木市民体三木市民体育館育館育館育館、、、、三木勤労者体育三木勤労者体育三木勤労者体育三木勤労者体育センタセンタセンタセンタ

ーーーー、、、、ともえともえともえともえ運動公園運動公園運動公園運動公園、、、、緑緑緑緑がががが丘丘丘丘スポーツスポーツスポーツスポーツ公園公園公園公園、、、、自由自由自由自由がががが丘丘丘丘北北北北公園公園公園公園、、、、三木三木三木三木ググググ

リーンパークリーンパークリーンパークリーンパーク、、、、三木山総合公園三木山総合公園三木山総合公園三木山総合公園、、、、吉川総合公園吉川総合公園吉川総合公園吉川総合公園））））    

・各施設について、平成３０年４月以降の指定管理者を指定する。 

第第第第 ６ ６６ ６６ ６６ ６ 号 議号 議号 議号 議 案案案案    平成平成平成平成２２２２９９９９年度三木市一般会年度三木市一般会年度三木市一般会年度三木市一般会計計計計補正予算補正予算補正予算補正予算（（（（第第第第５５５５号号号号）））） 

予算の総額に歳入歳出それぞれ７億８，９４６万６千円を追加し、３２０億３，０４３

万６千円とする。 

（主な内容） 

【【【【歳出歳出歳出歳出】】】】    

・市長公用車の運転管理業務を、平成３０年１月から運転管理の専門業者に委託するた

めの委託料を追加。〔94 万 3 千円〕 

・幹部職員慰労会等に関する不祥事の事案を審査するため、職員賞罰審査委員会の開催

に要する外部委員３名の謝礼を追加。〔113 万 7 千円〕 

・土地開発公社が保有する吉川支所周辺の用地購入費を追加。〔2,204 万 8 千円〕 

・前年度の生活保護費の精算に伴う県への返還金を追加。〔236 万 6 千円〕 

・入所児童の増加や特別支援教育・保育の充実に伴う非常勤職員賃金を増額。〔5,610 万

円〕 

・上の丸保育所の園舎移転に伴う新園舎の敷地の整地工事費〔260 万円〕、園舎のレンタ

ルに係る債務負担行為〔5,500 万円〕を追加。 

・別所認定こども園の受入定員を増やすためのプレハブ園舎設置にかかる敷地の整地工

事費〔110 万円〕、園舎のリースに係る債務負担行為〔6,000 万円〕を追加。 

・台風２１号で児童センターに雨漏りが発生したことから、応急防水を行うための修繕

料を追加。〔110 万円〕 

・認定こども園などの運営費について、低年齢児の利用が当初の想定よりも多くなった

ことによる児童一人当たり保育単価の増加や、国による保育士処遇改善加算の増額な

どによる増額。〔1 億 7,384 万円〕 

・土地開発公社が保有する吉川健康福祉センターの用地購入費を追加。〔9,144 万 7 千円〕 

・認定農業者が導入する機械設備の取得費に対する認定農業者等支援補助金について、

補助対象設備等が増加したため、補助金を増額。〔545 万 9 千円〕 

・経営が不安定な就農直後の新規就農者の所得を確保するための新規就農者確保事業補

助金について対象者が増加したことにより、補助金を増額。〔300 万円〕 

・今年度中の別所ゆめ街道の整備完了に伴うオープニングイベントの開催委託料を追加。

〔340 万円〕 
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・県営で実施している老朽化したため池などの改修事業について、県の事業計画箇所が

増加したことなどによる市の負担金の増額。〔124 万 3 千円〕 

・台風２１号で山田錦の館及び温泉交流館の塀が損傷したための復旧工事費〔130 万円〕、

加えて土地開発公社が保有する同施設の用地購入費〔4,191 万 7 千円〕を追加。 

・土地開発公社が保有する吉川地区内の道路用地の購入費を追加。〔2,139 万円〕 

・別所ゆめ街道の整備完了に合わせ、主要道路に誘導案内看板を設置するための工事費

を追加。〔700 万円〕 

・土地開発公社が保有する三木山総合公園弓道場用地等の購入費〔1億905万2千円〕及び、

ともえ運動公園野球場について、軟式野球公式球の変更により打球の飛距離が伸びた

ことによる、防球ネットのかさ上げ工事費〔1,500万円〕を追加。 

・平成３０年７月に公共交通網計画を策定するに当たり、現況把握と分析も含めた計画

立案のための委託料を追加。〔500万円〕 

・消防通信司令システムの一部機能が故障したため、修繕料を追加。〔140万円〕 

・自主防災組織に対する資機材整備補助金の申請が増加したことによる増額。〔23万9千 

円〕 

・認定こども園等に勤務する非常勤職員賃金の増額補正に対応する社会保険料を増額。

〔690万円〕 

・台風２１号で被災した校舎や倒木処理などを復旧するため、小学校８校の工事請負費 

など〔1,530万円〕、中学校４校の修繕料など〔95万円〕を増額。 

・平成３０年度に入学・進級する特別支援が必要な児童・生徒に対応するための施設の 

改修や教材備品の購入費を増額。〔小学校 730万円、中学校 239万円〕 

・土地開発公社が保有する吉川中学校用地の購入費を追加。〔4,924万8千円〕 

・平成３０年４月に入学予定の準要保護児童生徒の保護者２００人に支給する新入学用 

 品費に係る援助費を、入学前の３月に前倒しで支給するため、扶助費を増額。〔880万 

円〕 

・強風による旧上の丸庁舎の屋根瓦の飛散防止のため、修繕料を追加。〔500万円〕 

・台風１８号及び台風２１号により被災した農地及び農業用施設の災害復旧工事費を増 

額。〔8,600万円〕 

【【【【歳入歳入歳入歳入】】】】    

・国庫支出金、県支出金、繰入金、市債などの増額をもって収支の均衡を図る。 

【【【【債務負担債務負担債務負担債務負担行為行為行為行為】】】】    

・住民情報システム機器更新事業ほか４件について債務負担行為の限度額を追加する。    

【【【【地方債地方債地方債地方債】】】】    

・公共用地取得事業について起債の限度額を追加し、県営ため池等整備事業ほか３件に

ついて起債の限度額を変更する。 

第第第第 ６ ７６ ７６ ７６ ７ 号 議号 議号 議号 議 案案案案    平成平成平成平成２９２９２９２９年度三木市介年度三木市介年度三木市介年度三木市介護保険特別会計補正予算護保険特別会計補正予算護保険特別会計補正予算護保険特別会計補正予算（（（（第第第第２２２２号号号号））））    

予算の総額に歳入歳出それぞれ９８４万８千円を減額し、７０億６，１８３万３千円と

する。 

（主な内容） 

【【【【歳出歳出歳出歳出】】】】    

・平成３０年度制度改正に向けた介護保険システム改修のための委託料の追加及び、人

件費等を減額。 

【【【【歳入歳入歳入歳入】】】】    

・国庫支出金、県支出金などの減額をもって収支の均衡を図る。 
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第第第第 ６６６６ ８８８８ 号 議号 議号 議号 議 案案案案 平成平成平成平成２２２２９９９９年度三木市水道事業会計年度三木市水道事業会計年度三木市水道事業会計年度三木市水道事業会計補正予算補正予算補正予算補正予算（（（（第第第第１１１１号号号号））））    

・収益的支出において、人件費等の補正を行い、総額を１７億６，３００万７千円とす 

る。 

第第第第 ６６６６ ９９９９ 号 議号 議号 議号 議 案案案案 平成平成平成平成２２２２９９９９年度三木市下水道事業年度三木市下水道事業年度三木市下水道事業年度三木市下水道事業会計会計会計会計補正予算補正予算補正予算補正予算（（（（第第第第１１１１号号号号））））    

・収益的支出において、消費税等納付金４２３万２千円を増額するほか、人件費等の補 

正を行い、総額を２５億７，１７８万５千円とする。 

・資本的支出において、国庫補助対象事業費の確定などにより、建設改良費１億６，３

５５万２千円を減額し、総額を２４億６，２３８万７千円とする。 

 
 

平成29年12月6日 市長提案 

第第第第 ７ ０７ ０７ ０７ ０ 号 議号 議号 議号 議 案案案案    控訴控訴控訴控訴のののの提起提起提起提起についてについてについてについて    

・市が実施した給与制度の見直しについて、現給保障もしくは激変緩和措置を求めた措

置要求を市公平委員会が却下したのは違法として、市職員６６名が判定の取消しを求

めた訴訟について、神戸地方裁判所がその請求を認め、判定の取消しを命じた判決が

あったため、その内容を不服として大阪高等裁判所に控訴することについて、法律の

定めるところにより、議会の議決を求める。 

 

 


